





































































































































































































































































































































































































































































































(182) 直接に有価証券理論のレベルにおいてではないが， 1urgen Kohler， Die anfangliche 














(186) Huber， a.a. 0.， S.122 
(187) Vgl. z. B.， Baumbach-Hefermehl， Wechselgesetz und Scheckgesetz， 16. Aufl.， WG 










(192) Vgl. F1ume， a.a. 0.， S. 152ff.， insb. S. 178，上柳注 (81)前掲論文391頁，浜田注
(80)前掲論文(二・完)253頁を参照。






















は，自己の乙に対する抗弁を以て，丙に対抗しうるとの見解もある (sosagend z. B.， 
















ような場合であるか否かによるとの指摘もなされている (Vgl.K1aus， Luig， Zession 
und Abstraktionsprinzip : in Wissenschaft und Kodifikation des Privatrechts im 19. 
Jahrhundert， Bd. I， S. 122ff.， insb. S. 133)。
(202) 前田注(l)前掲書53，267-8頁参照。


























































































































































































































































































































前述三(六) [7Jの結びの部分，および，前注 (67) をも参照。
(207) 前述三(六) [4 ]および四(三) [7J参照。













新報81巻 8号55頁以下，福瀧「交付欠歓の抗弁(ー) (二完)J民商法雑誌82巻 3号80頁
以下， 4号39頁以下が，特に詳しい。判例では，手形行為における意思表示の寝庇は，
いわゆる人的抗弁として，善意者には対抗しえないものとの判断がなされている。たと
えば，最二小判昭和25年 2月10日民集 4巻2号23頁，最二小判昭和26年10月19日民集 5
巻1号612頁，東京高判昭和36年 2月28日高民集14巻3号174頁，東京地判昭和37年 3月
28臼判例時報299号35頁，東京高判昭和38年 7月13日判例タイムス:151号75頁，最二小判
昭和44年 6月20日金融商事判例167号 8頁，最一小昭和54年 9月6日民集33巻5号630頁
等を参照(なお，前注 (19)に挙げた諸判例をも参照)。
そして，手形取得者に「善意・無重過失」が要求されるのは，狭義の交付欠倣の場合
にほぼ限られている。たとえば，最三小判昭和46年1月16日民集25巻8号1173頁，東京
高判昭和47年 4月14日判例時報558号82頁，大坂地判昭和51年 3月23日金融商事判例507
号38頁，東京地判昭和52年12月12日判例時報877号94頁等を参照。
因みに，学説においても，具体的な結論の点では，本稿が指向するものとほぼ等しい
見解がすでに主張されている。たとえば，鈴木旧説(前注 (78)参照。但し，現在で
はいわゆる有国論をとられている)，および，権利外観理論によりつつ，恐らくは，新
抗弁論と同様の手形抗弁の分類法を前提とされていると解される，河本注 (15)前掲
論文612頁以下，さらに，手形債務負担行為および手形権利移転行為を，共に，形式的
法律行為と構成される，浜田(道)注 (80)前掲論文282頁以下等を挙げることができ
ょう。
